
1平成 27年 12月 24日（木曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

平成 27 年 12 月 24 日（木曜日）

号　　　　　　　　　　外

（第　 ８９ 　号）

　　　　規　　　則
○行政手続における特定の個人を識別するための番号の
　利用等に関する条例施行規則 （行政経営課）　１

○行政手続における特定の個人を識別するための番号の
　利用等に関する法律及び行政手続における特定の個人
　を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に
　伴う関係法律の整備等に関する法律の一部の施行に伴
　う関係規則の整備に関する規則 （　　同　　）　２

　 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　 　 平 成 二 十 七 年 十 二 月 二 十 四 日

石 川 県 知 事 　 　 谷 　 　 本 　 　 正 　 　 憲 　

石 川 県 規 則 第 三 十 八 号

　 　 　 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則

（ 趣 旨 ）

第 一 条 　 こ の 規 則 は 、 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 二 十 七 年 石 川

県 条 例 第 四 十 三 号 。 以 下 「 条 例 」 と い う 。 ） の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。

（ 条 例 別 表 第 一 の 規 則 で 定 め る 事 務 ）

第 二 条 　 条 例 別 表 第 一 の 規 則 で 定 め る 事 務 は 、 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 に 対 し 行 わ れ る 医 療 （ 児 童 福 祉 法 （ 昭 和

二 十 二 年 法 律 第 百 六 十 四 号 ） 第 六 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 小 児 慢 性 特 定 疾 病 に 係 る も の に 限 る 。 ） に 要 し た 費 用 に

つ い て 医 療 費 を 支 給 す る 旨 の 認 定 （ 以 下 「 医 療 費 支 給 認 定 」 と い う 。 ） 及 び そ の 保 護 者 に 対 す る 医 療 費 の 支 給 に 関

す る 事 務 と す る 。

（ 条 例 別 表 第 二 の 規 則 で 定 め る 事 務 及 び 情 報 ）

第 三 条 　 条 例 別 表 第 二 の 規 則 で 定 め る 事 務 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 務 と し 、 同 表 の 規 則 で 定 め る 情 報 は 、 当 該 各 号 に

掲 げ る 事 務 の 区 分 に 応 じ 当 該 各 号 に 定 め る 情 報 と す る 。

　 一

 

　 医 療 費 支 給 認 定 の 申 請 に 係 る 事 実 に つ い て の 審 査 に 関 す る 事 務 　 次 に 掲 げ る 情 報

　 　 イ

 

　 当 該 申 請 に 係 る 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 又 は 医 療 費 支 給 認 定 基 準 世 帯 員 （ 児 童 福 祉 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 三 年

政 令 第 七 十 四 号 ） 第 二 十 二 条 第 一 項 第 二 号 イ の 医 療 費 支 給 認 定 基 準 世 帯 員 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 係 る 生 活 保

護 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 四 十 四 号 ） 第 十 九 条 第 一 項 の 保 護 の 実 施 、 同 法 第 二 十 四 条 第 一 項 の 保 護 の 開 始 若

し く は 同 条 第 九 項 の 保 護 の 変 更 、 同 法 第 二 十 五 条 第 一 項 の 職 権 に よ る 保 護 の 開 始 若 し く は 同 条 第 二 項 の 職 権 に

よ る 保 護 の 変 更 又 は 同 法 第 二 十 六 条 の 保 護 の 停 止 若 し く は 廃 止 に 関 す る 情 報 （ 以 下 「 生 活 保 護 実 施 関 係 情 報 」

と い う 。 ）

　 　 ロ

 

　 当 該 申 請 に 係 る 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 又 は 医 療 費 支 給 認 定 基 準 世 帯 員 に 係 る 中 国 残 留 邦 人 等 の 円 滑 な 帰 国

の 促 進 並 び に 永 住 帰 国 し た 中 国 残 留 邦 人 等 及 び 特 定 配 偶 者 の 自 立 の 支 援 に 関 す る 法 律 （ 平 成 六 年 法 律 第 三 十 号 ）

第 十 四 条 第 一 項 若 し く は 第 三 項 の 支 援 給 付 の 支 給 の 実 施 又 は 中 国 残 留 邦 人 等 の 円 滑 な 帰 国 の 促 進 及 び 永 住 帰 国

後 の 自 立 の 支 援 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 平 成 十 九 年 法 律 第 百 二 十 七 号 ） 附 則 第 四 条 第 一 項 の 支 援

給 付 の 支 給 の 実 施 に 関 す る 情 報 （ 以 下 「 中 国 残 留 邦 人 等 支 援 給 付 実 施 関 係 情 報 」 と い う 。 ）

　 二

 

　 医 療 費 支 給 認 定 の 変 更 の 認 定 に 関 す る 事 務 　 次 に 掲 げ る 情 報

　 　 イ 　 当 該 変 更 の 認 定 に 係 る 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 又 は 医 療 費 支 給 認 定 基 準 世 帯 員 に 係 る 生 活 保 護 実 施 関 係 情 報

目　　　　　　　　　　　次

規　　　　　　　　則
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　 　 ロ

 
　 当 該 変 更 の 認 定 に 係 る 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 又 は 医 療 費 支 給 認 定 基 準 世 帯 員 に 係 る 中 国 残 留 邦 人 等 支 援 給

付 実 施 関 係 情 報

　 　 　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 八 年 一 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 三 条 の 規 定 は 、 条 例 附 則 た だ し 書 に 規 定 す る 規 定 の

施 行 の 日 か ら 施 行 す る 。

　 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 及 び 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別

す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 法 律 の 整 備 等 に 関 す る 法 律 の 一 部 の 施 行 に 伴 う 関 係 規 則 の 整

備 に 関 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　 　 平 成 二 十 七 年 十 二 月 二 十 四 日

石 川 県 知 事 　 　 谷 　 　 本 　 　 正 　 　 憲 　

石 川 県 規 則 第 三 十 九 号

　 　 　

 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 及 び 行 政 手 続 に お け る 特 定 の

　 　 　 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 法 律 の 整 備 等 に 関 す る 法 律 の 一 部 の

　 　 　 施 行 に 伴 う 関 係 規 則 の 整 備 に 関 す る 規 則

（ 石 川 県 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 　 石 川 県 税 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 三 年 石 川 県 規 則 第 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　

 

　 目 次 中 「 第 三 十 六 条 」 を 「 第 三 十 六 条 の 二 」 に 、 「 第 三 十 六 条 の 二 ― 第 四 十 条 の 二 」 を 「 第 三 十 六 条 の 三 ― 第

四 十 条 の 四 」 に 改 め る 。

　 　 第 三 十 六 条 中 「 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た 」 を 「 第 三 十 四 号 の 二 様 式 に よ る 」 に 改 め 、 同 条 各 号 を 削 る 。

　

 

　 第 三 十 六 条 の 二 第 一 項 中 「 第 三 十 四 号 の 二 様 式 」 を 「 第 三 十 四 号 の 四 様 式 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 第 三 十 四 号

の 三 様 式 」 を 「 第 三 十 四 号 の 五 様 式 」 に 改 め 、 同 条 を 第 三 十 六 条 の 三 と す る 。

　 　 第 二 章 第 一 節 中 第 三 十 六 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

　 （ 利 子 割 の 特 別 徴 収 義 務 者 の 営 業 所 等 設 置 等 の 届 出 の 様 式 ）

　 第

 三 十 六 条 の 二 　 条 例 第 五 十 四 条 の 八 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ る 届 出 は 、 第 三 十 四 号 の 三 様 式 に よ つ て し な け

れ ば な ら な い 。

　 　 第 四 十 条 の 見 出 し を 「 （ 法 人 事 業 税 減 免 申 請 書 等 の 様 式 ） 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 を 削 る 。

　

 

　 第 四 十 条 の 二 第 一 項 中 「 第 三 十 六 号 の 四 様 式 」 を 「 第 三 十 六 号 の 三 様 式 」 に 改 め 、 第 二 章 第 二 節 中 同 条 の 次 に 次

の 二 条 を 加 え る 。

　 （ 個 人 の 開 業 等 の 届 出 の 様 式 ）

　 第 四 十 条 の 三 　 条 例 第 六 十 六 条 の 規 定 に よ る 届 出 は 、 第 三 十 六 号 の 四 様 式 に よ つ て し な け れ ば な ら な い 。

　 （ 個 人 事 業 税 減 免 申 請 書 の 様 式 ）

　 第 四 十 条 の 四 　 条 例 第 六 十 七 条 第 三 項 の 規 定 に よ る 申 請 書 の 様 式 は 、 第 三 十 六 号 の 五 様 式 に よ る 。

　

 

　 第 五 十 九 条 の 見 出 し 中 「 登 録 通 知 書 及 び 登 録 消 除 通 知 書 」 を 「 登 録 申 請 書 等 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 を 同 条 第 四 項

と し 、 同 項 の 前 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

　 ３

 

　 条 例 第 百 三 十 一 条 の 五 第 五 項 の 規 定 に よ る 登 録 の 消 除 の 申 請 は 、 第 四 十 九 号 の 二 様 式 に よ つ て し な け れ ば な ら

な い 。

　 　 第 五 十 九 条 第 一 項 を 同 条 第 二 項 と し 、 同 条 に 第 一 項 と し て 次 の 一 項 を 加 え る 。

　 　

 

　 条 例 第 百 三 十 一 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ る 登 録 の 申 請 及 び 同 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 登 録 の 変 更 の 申 請 は 、 第 四

十 八 号 の 二 様 式 に よ つ て し な け れ ば な ら な い 。

　 　 石 川 県 税 条 例 施 行 規 則 様 式 目 次 中

　 「 第 三 十 四 号 の 二 様 式 　 医 療 法 人 等 に 係 る 所 得 金 額 の 計 算 書 （ 経 費 配 分 方 式 ） 　 第 三 十 六 条 の 二 　 を

　 　 第 三 十 四 号 の 三 様 式 　 医 療 法 人 等 に 係 る 所 得 金 額 の 計 算 書 （ 所 得 配 分 方 式 ） 　 第 三 十 六 条 の 二 」

　 「 第 三 十 四 号 の 二 様 式 　 法 人 県 民 税 減 免 申 請 書 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 三 十 六 条

　 　 第 三 十 四 号 の 三 様 式 　 営 業 所 等 設 置 等 届 出 書 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 三 十 六 条 の 二 　 に 、

　 　 第 三 十 四 号 の 四 様 式 　 医 療 法 人 等 に 係 る 所 得 金 額 の 計 算 書 （ 経 費 配 分 方 式 ） 　 第 三 十 六 条 の 三

　 　 第 三 十 四 号 の 五 様 式 　 医 療 法 人 等 に 係 る 所 得 金 額 の 計 算 書 （ 所 得 配 分 方 式 ） 　 第 三 十 六 条 の 三 」
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　 「 第 三 十 六 号 の 三 様 式 　 災 害 に よ る 個 人 事 業 税 の 減 免 申 請 書 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 四 十 条

　 　 第 三 十 六 号 の 四 様 式 　 社 会 保 険 診 療 等 に 係 る 所 得 の 明 細 書 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 四 十 条 の 二 」
を

　 「 第 三 十 六 号 の 三 様 式 　 社 会 保 険 診 療 等 に 係 る 所 得 の 明 細 書 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 四 十 条 の 二

　 　 第 三 十 六 号 の 四 様 式 　 個 人 の 開 業 等 の 届 出 書 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 四 十 条 の 三 　 に 、

　 　 第 三 十 六 号 の 五 様 式 　 災 害 に よ る 個 人 事 業 税 の 減 免 申 請 書 　 　 　 　 　 　 　 　 　 第 四 十 条 の 四 」

　 「 第 四 十 九 号 様 式 　 　 　 軽 油 引 取 税 特 別 徴 収 義 務 者 登 録 通 知 書 　 　 　 　 　 　 　 　 第 五 十 九 条 」 を

　 「 第 四 十 八 号 の 二 様 式 　 軽 油 引 取 税 特 別 徴 収 義 務 者 登 録 （ 変 更 ） 申 請 書 　 　 　 　 第 五 十 九 条

　 　 第 四 十 九 号 様 式 　 　 　 軽 油 引 取 税 特 別 徴 収 義 務 者 登 録 通 知 書 　 　 　 　 　 　 　 　 第 五 十 九 条 　 に 改 め る 。

　 　 第 四 十 九 号 の 二 様 式 　 軽 油 引 取 税 特 別 徴 収 義 務 者 登 録 消 除 申 請 書 　 　 　 　 　 　 第 五 十 九 条 」

　 　 第 十 九 号 の 四 様 式 中 「

殿 」 を 「様 」 に 、

　
「

住 所

氏 名

又は名称
㊞

」
を

　
「

住 所

又は所在地

に 、

氏 名

又は名称
㊞

個人番号

又は法人番号

」

　

 「申請書提出年月日 」 を 「申告書提出年月日 」 に 改 め 、 同 様 式 備 考 を 同 様 式 備 考 ２ と し 、 同 様 式 に 備 考 １ と し て 次

の よ う に 加 え る 。

　 　

備考
　

１ 
　

「個人番号又は法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律 （平成25年法律第27号 ）第２条第５項に規定する個人番号又は同条第15項に規定する法人番号
を記載してください｡ （個人番号を記載する場合は､ 左側を１文字空けて記載してください｡ ）

　 　 第 十 九 号 の 六 様 式 中

　
「

所 在 地

法 人 名

代表者氏名 ㊞
」

を

　
「

所 在 地

に

法 人 名

代表者氏名 ㊞
法人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ５ を ６ と し 、 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ を ３ と し 、 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　　　　
２ 

　

「法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条
第15項に規定する法人番号を記載してください｡

　 　 第 三 十 二 号 の 二 様 式 中

　
「

法
　　　

人
　　　

名

」
を

　
「

法
　　　

人
　　　

名 法人番号

」
に 改 め る 。

　 　 第 三 十 二 号 の 三 様 式 中
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「

法
　　　

人
　　　

名

」
を

　
「

法
　　　

人
　　　

名

」
に 改 め る 。

法 人 番 号

　 　 第 三 十 三 号 様 式 中

　
「

法人番号

」
を

法
　　　

人
　　　

名

　
「

管理番号 法人番号

」
に 改 め る 。

法
　　　

人
　　　

名

　 　 第 三 十 四 号 様 式 中
「

法人

番号

法源

番号

」
を
「

管理番号
法人番号

法源番号

」
に 改 め る 。

　

 

　 第 三 十 四 号 の 三 様 式 を 第 三 十 四 号 の 五 様 式 と し 、 第 三 十 四 号 の 二 様 式 を 第 三 十 四 号 の 四 様 式 と し 、 第 三 十 四 号 様

式 の 次 に 次 の 二 様 式 を 加 え る 。

　
第34号の２様式

法 人 県 民 税 減 免 申 請 書

年
　　

月
　　

日

　　
石川県
　　　　　

事務所長
　

様

所
　

在
　

地

法
　

人
　

名

代表者氏名 ㊞
法人番号

　
石川県税条例第54条第２項の規定により､ 法人県民税の減免を申請します｡

法人税額の課税標準の算定期間

又は均等割額の算定期間
税
　　　　

額 納
　　

期
　　

限

　　　　
年
　　

月
　　

日から

　　　　
年
　　

月
　　

日まで
円

　
年
　　

月
　　

日

１
　

減免を受けようとする理由

２
　

添付書類

　

　

　　
備考
　

１ 

　

「法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２
条第15項に規定する法人番号を記載してください｡

　　　　　
２
　

代表者本人が自署する場合は､ 押印を省略することができます｡
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　 第34号の３様式

（表 ）

年
　　

 月
　　

 日
　

　　
石川県
　　　　　

事務所長
　

様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
特別徴収義務者

所
　

在
　

地

法
　

人
　

名

代表者氏名 ㊞
法人番号

営
　

業
　

所
　

等
　

設
　

置
　

等
　

届
　

出
　

書

　
石川県税条例第54条の８の規定により､ 県民税利子割に係る営業所等の設置等について次のとおり届け出ま
す｡

届
　

出
　

事
　

由 1. 新設
　　

2. 異動
　　

3. 廃止
　　

4. 利子等の種類の変更

新 設 等 年 月 日
　　　　

年
　　　

月
　　　

日 異動事由

特別徴収義務者

の営業所等

所在地
〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話
　　　

（

　　　

）

　　　

名
　　

称

特別徴収
義務者番号 　

金融機関共通コード

利

子

割

の

納

入

方

法

１　店舗毎に納入する

　
場合の利子等の種類

　

  １
　

 ２
　

 ３
　

 ４
　

 ５
　

 ６
　

 ７
　

 ８
　

 ９
　

 10
　

 11
　

  12
　

  13

　

  14
　

 15
　

 16
　

 17
　

 18
　

 19
　

２　本店等にて一括納

　
入する場合の利子等

　
の種類

　　　　　　　

　

  １
　

 ２
　

 ３
　

 ４
　

 ５
　

 ６
　

 ７
　

 ８
　

 ９
　

 10
　

 11
　

  12
　

  13

　

  14
　

 15
　

 16
　

 17
　

 18
　

 19
　

３　一括納

　
入する本

　
店等
　　

所在地
〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話
　　　

（

　　　

）

　　　

名
　　

称

特別徴収
義務者番号 　

金融機関共通コード

  （備考 ）
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（裏 ）

　　
記載要領

１ 　この届出書は､ 店舗の新設､ 異動､ 廃止又は納入する利子等の種類の変更があつた場合に提出してくださ
い｡ なお､ 届出は､ 本店又は本部から提出しても差し支えありません｡
２ 

　

「法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第
15項に規定する法人番号を記載してください｡

３　次の表を参考に､ 該当箇所に必要事項を記載してください｡

記
　

載
　

欄 記
　

載
　

内
　

容

設
　
　
　
新

動
　
　
　
異

止
　
　
　
廃

種
の
等
子
利

　
更
変
の
類

⑴ 届出事由 該当するものに○印 ○ ○ ○ ○

⑵ 新設等年月日 種類の変更の場合は納入開始年月日 ○ ○ ○ ○

⑶ 異動事由 店舗の所在地､ 名称等の変更の場合 × ○ × ×

⑷
特別徴収義務者の営

業所等

店舗の所在地､ 名称､ 特別徴収義務者番号 （金

融機関コード４桁､ 店舗コード３桁 ）を記載
○ ○ ○ ○

⑸ 利子割の納入方法 納入方法別に利子等の種類等を記載 ○ × × ○

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注 ）○・・・記載する
　　　　　

×・・・記載不要

４　利子割の納入は､ 次の①から③までの方法があります｡

　　
①
　

その店舗で徴収した税額を当該店舗で納入する方法

　　
②
　

本店等にて一括して納入する方法

　　
③
　

①及び②を併用する方法

　

 

　
利子等の種類は､ その店舗で納入する利子割の種類を下記により選択し､ 該当番号に○印を付してくださ

い｡

１
　

特定公社債以外の公社債の利子

２
　

銀行預金利子

３
　

銀行以外の金融機関の預貯金利子

４
　

勤務先預金等の利子

５
　

合同運用信託の収益の分配

６
　

公社債投資信託のうち

　　
公募公社債投資信託以外の収益の分配

７
　

郵便貯金利子

８
　

国外一般公社債等の利子等

９
　

財形貯蓄契約に係る生命保険等の差益

10
　

私募公社債等運用投資信託の収益の分配

11
　

 特定目的信託の社債的受益証券の収益の分配で
公募以外のもの

12
　

国外私募公社債等運用投資信託等の収益の分配

13
　

懸賞金付預貯金等の懸賞金等

14
　

定期積金の給付補塡金

15
　

掛金の給付補塡金

16
　

抵当証券の利息

17
　

貴金属等の売戻し条件付売買の利益

18
　

外貨建預貯金等の為替差益

19
　

一時払養老保険・一時払損害保険等の差益

　 　 第 三 十 五 号 の 三 様 式 （ そ の 一 ） 中 「

法人番号 」 を 「管理番号 」 に 、

　
「

代 表 者

氏 名 印
㊞

を

送 付 先

〒

電話 （ 　 　 　 ） 　 　

－

」

　 に 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ を ３ と し 、 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　 　 　

２ 

　 「

法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２
条第15項に規定する法人番号を記載してください｡

「
代 表 者

氏 名
㊞

法 人 番 号

送 付 先

〒

電話（　　　）　　－
」
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　 　 第 三 十 五 号 の 三 様 式 （ そ の 二 ） 中 「

法人番号 」 を 「管理番号 」 に 、

　
「

　　　　　　
年
　　

月
　　

日

　
石川県
　　　　

事務所長
　

様

本 店

所 在 地

〒

電話 （ 　 　 　 ） 　 　

－

を

ふりがな

法 人 名

代
　

表
　

者

氏 名 印
㊞

」

　
「

　　　　　　
年
　　

月
　　

日

　
石川県
　　　　

事務所長
　

様
　

本 店

所 在 地

〒

電話 （ 　 　 　 ） 　 　

－

に 改 め 、 同 様 式 備

ふりがな

法 人 名

代
　

表
　

者

氏 名
㊞

法人番号

」

　 考 中 ３ を ４ と し 、 ２ を ３ と し 、 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　 　 　

２ 

　 「

法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２
条第15項に規定する法人番号を記載してください｡

　 　 第 三 十 五 号 の 三 様 式 （ そ の 三 ） 中 「

法人番号 」 を 「管理番号 」 に 、

　
「

　　　　　　
年
　　

月
　　

日

　
石川県
　　　　

事務所長
　

様

法 人 の

所 在 地

〒

電話 （ 　 　 　 ） 　 　

－
を

ふりがな

法 人 名

代表者 （清算

人 ）氏名印
㊞

」

　
「

　　　　　　
年
　　

月
　　

日

　
石川県
　　　　

事務所長
　

様

本 店

所 在 地

〒

電話 （ 　 　 　 ） 　 　

－

に 改 め 、 同 様 式 備

ふりがな

法 人 名

代表者 （清算

人 ） 氏名
㊞

法人番号

」

　 考 中 ２ を ３ と し 、 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　 　 　

２ 

　 「

法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２
条第15項に規定する法人番号を記載してください｡
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　 　 第 三 十 五 号 の 三 様 式 （ そ の 四 ） 中 「

法人番号 」 を 「管理番号 」 に 、

　
「

　　　　　　
年
　　

月
　　

日

　
石川県
　　　　

事務所長
　

様

本 店

所 在 地

〒

電話 （ 　 　 　 ） 　 　

－

を

ふりがな

法 人 名

代
　

表
　

者

氏 名 印
㊞

」

　
「

　　　　　　
年
　　

月
　　

日

　
石川県
　　　　

事務所長
　

様

本 店

所 在 地

〒

電話 （ 　 　 　 ） 　 　

－

に 改 め 、 同 様 式 備

ふりがな

法 人 名

代
　

表
　

者

氏 名
㊞

法人番号

」

　 考 中 ２ を ３ と し 、 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　 　 　

２ 

　 「

法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２
条第15項に規定する法人番号を記載してください｡

　 　 第 三 十 六 号 様 式 中

　
「

所 在 地

法 人 名

代表者氏名

（電話
　　

㊞

局　　　　　　　　 番 ）
」

を

　
「

所 在 地

に

法 人 名

代表者氏名 ㊞
法人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ５ を ６ と し 、 ４ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　 　

５ 

　

「法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条
第15項に規定する法人番号を記載してください｡

　 　 第 三 十 六 号 の 三 様 式 を 削 り 、 第 三 十 六 号 の 四 様 式 を 第 三 十 六 号 の 三 様 式 と し 、 同 様 式 の 次 に 次 の 二 様 式 を 加 え る 。
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第36号の４様式

個人の開業等の届出書

　　
年
　　

月
　　

日

　　
石川県
　　　　　

事務所長
　

様

　　　　　　　　　　
開業

　
次のとおり､ 事業の廃業

　
を行いましたので､ 届出します｡

　　　　　　　　　　
諸変更

住
　 　

所 （居 所 ）

電話
　　　

（

　　　

）

　　　　　
氏 名 ㊞

個 人 番 号

事務所・事業所の所在地
電話
　　　

（

　　　

）

　　　　　

事 業 の 種 類

　

（事業の概要 ）具体的に記載してください｡

屋 号
　

項
事
た
し
更
変

１
　

住所 （居所 ）

２
　

氏名

３
　

事務所・事業所の

　
所在地

４
　

その他

変 更 前

変 更 後

開・廃業､ 変更年月日
　　　　　　　　　　　　　

年
　　　　

月
　　　　

日

摘要

　　
備考
　

「個人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条
第５項に規定する個人番号を記載してください｡
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第36号の５様式

災害による個人事業税の減免申請書

年
　　

月
　　

日
　

　
石川県
　　　　　

事務所長
　

様

住
　　

所

氏
　　

名
㊞

（電話
　　

  －
　　

  －
　　

  

　

）

個人番号

次のとおり災害による個人事業税の減免を申請します｡

登  録  番  号
税額

第１期分 第２期分 計 事業の
種 類　

　
円 円 円

災害を受けた

年 月 日
年
　　　

月
　　　

日 災害の種類
　

災害を受けた

資産の所在地　

額
失
損
る
よ
に
害
災

所 有 資 産 ②のうち保険金､
損害賠償金等によ

り補塡されるべき

金額
　　　　　

③

差 引

損 失 額

②－③ ＝④

被害割合

④／①種 類 数 量
被害前の

価額
　

①
被害額②

産
資
用
業
事
　 　 　 　 　 　

　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　
計

　 　 　 　 　 100

財
家
・
宅
住
　 　 　 　 　 　

　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　
計

　 　 　 　 　 100

損害保険等の種類
　

要
　
摘

　

備考
　

１
　

この申請書は､ 災害を受けた日から30日以内に､ 災害を受けた事実を証する市町長､ 消防署長等の
証明書を添付して提出してください｡

　　　
２
　

「個人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第
２条第５項に規定する個人番号を記載してください｡

　　　
３
　

災害を受けた年の前年中における所得に対して課されるべき事業税がまだ賦課されていない場合は､

「登録番号 」及び 「税額 」欄は記載しないでください｡

　　　
４
　

災害の状況及び被害の程度を 「摘要 」欄に記載してください｡

　　　
５
　

申請者本人が署名する場合は､ 押印を省略することができます｡



11平成 27年 12月 24日（木曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

　　
第 三 十 八 号 の 二 様 式 中 「殿 」 を 「様 」 に 、

　
「

所在地

氏 名

又は名称
㊞

」
を

　
「

住 所

又は所在地

に

氏 名

又は名称
㊞

個人番号

又は法人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ２ を ３ と し 、 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　　　　　
２ 

　

「個人番号又は法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律第２条第５項に規定する個人番号又は同条第15項に規定する法人番号を記載してください｡ （個
人番号を記載する場合は､ 左側を１文字空けて記載してください｡ ）

　 　 第 四 十 八 号 様 式 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。
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第48号の２様式

※登録番号

軽油引取税特別徴収義務者登録 （変更 ）申請書

年
　　　

月
　　　

日
　　　　

　　
石川県
　　　　　

事務所長
　

様

特
別
徴
収
義
務
者

住 所

又は所在地

氏 名

又は名称

（代表者名 ）

㊞
個人番号

又は法人番号

（電話
　　　　

－
　　　　

－
　　　　

）

系 列 元売業者・特約業者の別

　 石川県税条例第131条の５　
第１項
　 の規定により､ 次のとおり登録 （の変更 ）を申請します｡

　　　　　　　　　　　　　　
第４項

県内における事務所又は事業所の有無 有 （①欄へ ） ・ 無 （②欄へ ）

①県内における

主たる事務所又は

事業所の所在地

所 在 地

名 称

②県内における

主たる軽油の納入地

納 入 地

納入を受ける者

特別徴収義務者

として指定された日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年
　　　　　

月
　　　　　

日

登録 （ 変更 ） の理由

　
１
　

事務所又は事業所の営業の開始

　
２
　

事務所又は事業所の営業の開始後の特別徴収義務者としての指定

　
３
　

引渡しに係る軽油の県内への納入

　
４
　

登録事項の変更
　

　　

変更事項及び年月日

※ 登 録 証 票交 付 年 月 日 年
　

 月
　

 日交付枚数 枚

備考
　

１
　

※印の欄は､ 記載しないでください｡

　　　
２ 

　

「個人番号又は法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律第２条第５項に規定する個人番号又は同条第15項に規定する法人番号を記載してくださ
い｡ （個人番号を記載する場合は､ 左側を１文字空けて記載してください｡ ）

　　　
３
　

県内に事務所又は事業所を有する場合は①欄に､ 有しない場合は②欄にそれぞれ記載してください｡

　　　
４ 

　

「登録 （変更 ）の理由 」欄の１若しくは２に該当する場合又は付表１に係る登録事項の変更の申請

をする場合には､ 付表１を添付してください｡

　　　
５ 

　

「登録 （変更 ）の理由 」欄の３に該当する場合又は付表２に係る登録事項の変更の申請をする場合

には､ 付表２を添付してください｡
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付表１

　　
申請者名

　　　　　　　　　　　

事務所又は事業所の明細書

名
　　　　

称
所
　　

在
　　

地

（電
　

話
　

番
　

号 ）

代
　

表
　

者
　

名
営業開始年月日

（廃止年月日 ）

軽油の貯蔵

設備の有無

（

　　　　　　　　　

）

　
年
　　

月
　　

日

（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）

有
　　

・
　　

無
（

　　　　　　　　　

）

　
年
　　

月
　　

日

（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）

有
　　

・
　　

無

（

　　　　　　　　　
）

　
年
　　

月
　　

日

（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）

有
　　

・
　　

無

（

　　　　　　　　　

）

　
年
　　

月
　　

日

（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）

有
　　

・
　　

無

（

　　　　　　　　　

）

　
年
　　

月
　　

日

（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）

有
　　

・
　　

無

（

　　　　　　　　　

）

　
年
　　

月
　　

日

（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）

有
　　

・
　　

無

（

　　　　　　　　　

）

　
年
　　

月
　　

日
（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）

有
　　

・
　　

無

（

　　　　　　　　　

）

　
年
　　

月
　　

日

（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）

有
　　

・
　　

無

（

　　　　　　　　　

）

　
年
　　

月
　　

日

（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）
有
　　

・
　　

無

（

　　　　　　　　　

）

　
年
　　

月
　　

日

（ 　 　

年
　　

月
　　

日 ）

有
　　

・
　　

無

摘 要

備考
　

１ 

　
登録の申請の場合には県内に所在する全ての事務所又は事業所について､ 登録の変更の申請の場合

には変更に係る事務所又は事業所について記載してください｡

　　　
２ 

　
軽油の貯蔵設備がある場合には､ その概要 （設備数及び設備容量等 ）を記載した書類を添付してく

ださい｡
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付表２

　　
申請者名

　　　　　　　　　　　

軽油の納入地等の明細書

軽
　

油
　

の
　

納
　

入
　

地
軽
　

油
　

の
　

納
　

入
　

を
　

受
　

け
　

る
　

者

氏
　

名
　

又
　

は
　

名
　

称 住
　

所
　

又
　

は
　

所
　

在
　

地

摘
　　　　　　　　　　

要

備考 

　
登録の申請の場合には県内に所在する全ての軽油の納入地について､ 登録の変更の申請の場合には変更

に係る軽油の納入地について記載してください｡

　 　 第 四 十 九 号 様 式 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。
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第49号の２様式

軽油引取税特別徴収義務者登録消除申請書

年
　　

月
　　

日

　　
石川県
　　　　　

事務所長
　

様

住 所

又は所在地

氏
　　　　

名

又は名称
㊞

個人番号

又は法人番号

　
次のとおり､ 軽油引取税の特別徴収義務者としての登録の消除を申請します｡

登 録 番 号 第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

号

元売業者・特約業者の別

申 請 の 理 由

摘 要

備考 

　

「個人番号又は法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律第２条第５項に規定する個人番号又は同条第15項に規定する法人番号を記載してください｡ （個人
番号を記載する場合は､ 左側を１文字空けて記載してください｡ ）

　 　 第 五 十 四 号 様 式 中

　
「

住所又は所在地

氏名又は名称 ㊞

」
を
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「

住 所

又は所在地

に

氏 名

又は名称
㊞

個人番号

又は法人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ２ を ３ と し 、 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　　　　
２ 

　

「個人番号又は法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律第２条第５項に規定する個人番号又は同条第15項に規定する法人番号を記載してください｡ （個人
番号を記載する場合は､ 左側を１文字空けて記載してください｡ ）

　 　 第 五 十 五 号 様 式 中

　
「

住所又は所在地

氏名又は名称 ㊞

」
を

　
「

住 所

又は所在地

に

氏 名

又は名称
㊞

個人番号

又は法人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ２ を ３ と し 、 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　　　　
２ 

　

「個人番号又は法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律第２条第５項に規定する個人番号又は同条第15項に規定する法人番号を記載してください｡ （個人
番号を記載する場合は､ 左側を１文字空けて記載してください｡ ）

　 　 第 五 十 六 号 様 式 中

　
「

住所又は所在地

氏名又は名称 ㊞

」
を

　
「

住 所

又は所在地

に

氏 名

又は名称
㊞

個人番号

又は法人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ３ を ４ と し 、 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　　　　
３ 

　

「個人番号又は法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律第２条第５項に規定する個人番号又は同条第15項に規定する法人番号を記載してください｡ （個人
番号を記載する場合は､ 左側を１文字空けて記載してください｡ ）

（ 半 島 振 興 対 策 実 施 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 　 半 島 振 興 対 策 実 施 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 六 十 一 年 石 川 県 規 則 第 四 十 九

号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 別 記 様 式 第 一 号 中 「

殿 」 を 「様 」 に 、
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「

所 在 地

法 人 名

代表者氏名 印

」
を

　
「

所 在 地

に

法 人 名

代表者氏名 ㊞
法人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ６ を ７ と し 、 ５ を ６ と し 、 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　　　
３ 

　

「法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 （平成25
年法律第27号 ）第２条第15項に規定する法人番号を記載してください｡

　 　 別 記 様 式 第 二 号 中 「

殿 」 を 「様 」 に 、

　
「

住 所

氏
　　

名 ㊞

」
を

　
「

住 所

に氏 名 ㊞
個人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ５ を ６ と し 、 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　

３ 

　

「個人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第
５項に規定する個人番号を記載してください｡

（ 過 疎 地 域 自 立 促 進 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 　 過 疎 地 域 自 立 促 進 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 二 年 石 川 県 規 則 第 五 十 四 号 ） の

一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 別 記 様 式 第 一 号 （ 表 ） 中

　
「

所 在 地

法 人 名

代表者氏名 印
」

を

　
「

所 在 地

に

法 人 名

代表者氏名 ㊞
法人番号

」

　

 改 め 、 同 様 式 （ 裏 ） 備 考 中 ７ を ８ と し 、 ６ を ７ と し 、 ５ を ６ と し 、 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ の 次 に 次 の よ う に

加 え る 。

　 　 　

３ 

　

「法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 （平成25
年法律第27号 ）第２条第15項に規定する法人番号を記載してください｡

　 　 別 記 様 式 第 二 号 （ そ の 一 ） （ 表 ） 中

　
「

住 所

氏
　　

名 ㊞

」
を
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「

住 所

に氏 名 ㊞
個人番号

」

　

 改 め 、 同 様 式 （ そ の 一 ） （ 裏 ） 備 考 中 ６ を ７ と し 、 ５ を ６ と し 、 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ の 次 に 次 の よ う に 加

え る 。

　 　 　

３ 

　

「個人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第
５項に規定する個人番号を記載してください｡

　 　 別 記 様 式 第 二 号 （ そ の 二 ） 中

　
「

住 所

氏
　　

名 ㊞

」
を

　
「

住 所

に氏 名 ㊞
個人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 備 考 中 ３ を ４ と し 、 ２ を ３ と し 、 １ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　 　

２ 

　

「個人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条
第５項に規定する個人番号を記載してください｡

（ 原 子 力 発 電 施 設 等 立 地 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 　 原 子 力 発 電 施 設 等 立 地 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 五 年 石 川 県 規 則 第 七 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 別 記 様 式 第 一 号 （ 表 ） 中 「

殿 」 を 「様 」 に 、

　
「

所 在 地

法 人 名

代表者氏名 印

」
を

　
「

所 在 地
に

法 人 名

代表者氏名 ㊞
法人番号

」

　

 改 め 、 同 様 式 （ 裏 ） 備 考 中 ７ を ８ と し 、 ６ を ７ と し 、 ５ を ６ と し 、 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ の 次 に 次 の よ う に

加 え る 。

　 　 　

３ 

　

「法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 （平成25
年法律第27号 ）第２条第15項に規定する法人番号を記載してください｡

　 　 別 記 様 式 第 二 号 （ 表 ） 中 「

殿 」 を 「様 」 に 、

　
「

住 所

氏
　　

名 ㊞

」
を

　
「

住 所

に氏 名 ㊞
個人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 （ 裏 ） 備 考 中 ６ を ７ と し 、 ５ を ６ と し 、 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　

３ 

　

「個人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第
５項に規定する個人番号を記載してください｡
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（ 本 社 機 能 立 地 促 進 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 五 条 　 本 社 機 能 立 地 促 進 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 二 十 七 年 石 川 県 規 則 第 三 十 三 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 別 記 様 式 第 一 号 （ 表 ） 中

　
「

所 在 地

法 人 名

代表者氏名 ㊞

」
を

　
「

所 在 地

に

法 人 名

代表者氏名 ㊞
法人番号

」

　

 改 め 、 同 様 式 （ 裏 ） 備 考 中 ５ を ６ と し 、 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　

３ 

　

「法人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 （平成25
年法律第27号 ）第２条第15項に規定する法人番号を記載してください｡

　 　 別 記 様 式 第 二 号 （ 表 ） 中

　
「

住 所

氏
　　

名 ㊞

」
を

　
「

住 所

に氏 名 ㊞
個人番号

」

　 改 め 、 同 様 式 （ 裏 ） 備 考 中 ５ を ６ と し 、 ４ を ５ と し 、 ３ を ４ と し 、 ２ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

　 　 　

３ 

　

「個人番号 」欄には､ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第
５項に規定する個人番号を記載してください｡

（ 石 川 県 住 民 基 本 台 帳 法 施 行 条 例 に 基 づ く 知 事 保 存 本 人 確 認 情 報 の 提 供 の 方 法 等 を 定 め る 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 六 条 　 石 川 県 住 民 基 本 台 帳 法 施 行 条 例 に 基 づ く 知 事 保 存 本 人 確 認 情 報 の 提 供 の 方 法 等 を 定 め る 規 則 （ 平 成 二 十 年 石

川 県 規 則 第 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　

 

　 第 三 条 第 六 項 第 二 号 中 「 ま で 、 」 を 「 ま で 又 は 」 に 、 「 又 は 第 十 四 条 」 を 「 か ら 第 十 四 条 ま で の い ず れ か 」 に 改

め 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

　 14 　 条 例 別 表 第 一 第 十 四 号 の 規 則 で 定 め る 事 務 は 、 次 の と お り と す る 。

　 　 一

 

　 児 童 福 祉 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 百 六 十 四 号 ） 第 六 条 の 二 第 二 項 に 規 定 す る 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 （ 以 下

こ の 項 に お い て 「 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 」 と い う 。 ） に 対 し 行 わ れ る 医 療 （ 同 条 第 一 項 に 規 定 す る 小 児 慢 性

特 定 疾 病 に 係 る も の に 限 る 。 ） に 要 し た 費 用 に つ い て 医 療 費 を 支 給 す る 旨 の 認 定 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 医 療

費 支 給 認 定 」 と い う 。 ） の 申 請 の 受 理 、 そ の 申 請 に 係 る 事 実 に つ い て の 審 査 又 は そ の 申 請 に 対 す る 応 答

　 　 二

 

　 医 療 費 支 給 認 定 の 変 更 の 申 請 の 受 理 、 そ の 申 請 に 係 る 事 実 に つ い て の 審 査 又 は そ の 申 請 に 対 す る 応 答

　 　 三

 

　 医 療 費 支 給 認 定 を 受 け た 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 及 び そ の 保 護 者 （ 児 童 福 祉 法 第 十 九 条 の 三 第 一 項 に 規 定 す

る 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 の 保 護 者 を い う 。 次 号 に お い て 同 じ 。 ） の 生 存 の 事 実 又 は 氏 名 若 し く は 住 所 の 変 更

の 事 実 の 確 認

　 　 四

 

　 医 療 費 支 給 認 定 を 受 け た 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 の 保 護 者 又 は 当 該 小 児 慢 性 特 定 疾 病 児 童 等 の 属 す る 世 帯 の

世 帯 主 そ の 他 そ の 世 帯 に 属 す る 者 の 資 産 又 は 収 入 の 状 況 を 把 握 す る た め の こ れ ら の 者 の 生 存 の 事 実 又 は 氏 名 若

し く は 住 所 の 変 更 の 事 実 の 確 認

　 　 　 附 　 則

１ 　 こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 八 年 一 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

２ 　 こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 石 川 県 税 条 例 施 行 規 則 、 半 島 振 興 対 策 実 施 地 域 に お け る 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例

施 行 規 則 、 過 疎 地 域 自 立 促 進 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 、 原 子 力 発 電 施 設 等 立 地 地 域 に お け
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る 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 及 び 本 社 機 能 立 地 促 進 の た め の 県 税 の 課 税 の 特 例 に 関 す る 条 例 施 行 規 則

の 規 定 に 基 づ い て 作 成 し た 用 紙 は 、 な お 当 分 の 間 、 所 要 の 調 整 を し て 使 用 す る こ と が で き る 。


